大阪府条例第　　　号
職員の退職管理に関する条例及び職員基本条例の一部を改正する条例

（職員の退職管理に関する条例の一部改正）

第一条　職員の退職管理に関する条例（平成二十三年大阪府条例第六号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（再就職者による依頼等の規制）

第三条　（略）

２―４　（略）

５　第一項及び前項の規定によるもののほか、再就職者は、府の執行機関の組織等の職員に対し、府と営利企業等（当該再就職者が現にその地位に就いているものに限る。）若しくはその子法人との間の契約であって府においてその締結について自らが決定したもの又は府による当該営利企業等若しくはその子法人に対する行政手続法第二条第二号に規定する処分であって自らが決定したものに関し、職務上の行為をするように、又はしないように要求し、又は依頼してはならない。

６　（略）

７　職員は、前項各号に掲げる場合を除き、第一項、第四項又は第五項の規定による要求又は依頼を受けたことを理由として、職務上不正な行為をし、又は相当の行為をしないようにしてはならない。 

８　職員は、第六項各号に掲げる場合を除き、再就職者から第一項、第四項又は第五項の規定により禁止される要求又は依頼を受けたときは、人事委員会規則で定めるところにより、人事委員会にその旨を届け出なければならない。

（任命権者に対する調査の要求等）

第六条　人事委員会は、第三条第八項の規定による届出、第四条の規定による報告又はその他の事由により職員又は職員であった者に規制違反行為を行った疑いがあると思料するときは、任命権者に対し、当該規制違反行為に関する調査を行うよう求めることができる。

２　（略）

（任命権者への届出）

第七条　第三条第四項に規定する職に就いている職員（以下「管理職職員」という。）又は第九条に定める勤続期間が二十年以上である職員であった者（退職手当通算離職者を除く。）は、離職後五年間、営利企業以外の法人その他の団体の地位に就き、若しくは事業に従事し、若しくは事務を行うことになった場合（報酬を得る場合に限る。）又は営利企業の地位に就いた場合は、日々雇い入れられる者となった場合を除き、人事委員会規則で定めるところにより、速やかに、離職時の任命権者に人事委員会規則で定める事項を届け出なければならない。

（公表）

第八条　（略）

２　知事は、毎年度、前項の規定による報告を取りまとめ、前条に規定する職員であった者のうち人事委員会規則で定めるものについて、人事委員会規則で定める事項を公表するものとする。

（職員の勤続期間）

第九条　大阪府職員基本条例（平成二十四年大阪府条例第八十六号）第三十二条第一項の条例で定める勤続期間は、府に採用された日から離職した日までの期間（退職手当通算予定職員（第三条第三項に規定する退職手当通算予定職員をいう。以下同じ。）として退職手当通算法人の地位に就いていた期間を含む。）とする。

（出資法人等への再就職の禁止の適用除外）

第十条　大阪府職員基本条例第三十二条第三項第二号の条例で定める場合は、次に掲げる場合とする。

　一　（略）

　二　（略）

（他の職員についての依頼等の規制）

第十一条　大阪府職員基本条例第三十三条の条例で定める行為は、職員が、営利企業等に対し、他の職員をその離職後に、又は職員であった者を、当該営利企業等又はその子法人の地位に就かせることを目的としてする次の行為とする。

　一・二　（略）

２　大阪府職員基本条例第三十三条ただし書に規定する条例で定める場合は、次に掲げる場合とする。

一　（略）

二―四　（略）

（罰則）

第十三条　（略）

　一―三　（略）

　四　第三条第七項の規定に違反した者
	（再就職者による依頼等の規制）

第三条　（略）

２―４　（略）

５　第一項及び前項の規定によるもののほか、再就職者は、府の執行機関の組織等の職員に対し、府と営利企業等（当該再就職者が現にその地位に就いているものに限る。）若しくはその子法人との間の契約であって府においてその締結について自らが決定したもの又は府による当該営利企業若しくはその子法人に対する行政手続法第二条第二号に規定する処分であって自らが決定したものに関し、職務上の行為をするように、又はしないように要求し、又は依頼してはならない。

６　（略）

７　職員は、前項各号に掲げる場合を除き、再就職者から第一項、第四項又は第五項の規定により禁止される要求又は依頼を受けたときは、人事委員会規則で定めるところにより、人事委員会にその旨を届け出なければならない。

（任命権者に対する調査の要求等）

第六条　人事委員会は、第三条第七項の規定による届出、第四条の規定による報告又はその他の事由により職員又は職員であった者に規制違反行為を行った疑いがあると思料するときは、任命権者に対し、当該規制違反行為に関する調査を行うよう求めることができる。

２　（略）

（任命権者への届出）

第七条　第三条第四項に規定する職に就いている職員（以下「管理職職員」という。）であった者（退職手当通算離職者を除く。）は、離職後二年間、営利企業以外の法人その他の団体の地位に就き、若しくは事業に従事し、若しくは事務を行うことになった場合（報酬を得る場合に限る。）又は営利企業の地位に就いた場合は、日々雇い入れられる者となった場合を除き、人事委員会規則で定めるところにより、速やかに、離職時の任命権者に人事委員会規則で定める事項を届け出なければならない。

（公表）

第八条　（略）

２　知事は、毎年度、前項の規定による報告を取りまとめ、人事委員会規則で定める事項を公表するものとする。

（職員の勤続期間）

第九条　職員基本条例（平成二十四年大阪府条例第八十六号）第三十二条第一項の条例で定める勤続期間は、府に採用された日から離職した日までの期間（退職手当通算予定職員（第三条第三項に規定する退職手当通算予定職員をいう。以下同じ。）として退職手当通算法人（同条第二項に規定する退職手当通算法人をいう。以下同じ。）の地位に就いていた期間を含む。）とする。

（出資法人等への再就職の禁止の適用除外）

第十条　職員基本条例第三十二条第二項第三号の条例で定める場合は、次に掲げる場合とする。

　一　職業安定法（昭和二十二年法律第百四十一号）その他の法令の定める職業の安定に関する事務による場合

二　（略）

　三　職員基本条例第三十二条第一号各号に規定する法人が行う公募による場合
　四　（略）

（他の職員についての依頼等の規制）

第十一条　職員基本条例第三十三条の条例で定める行為は、職員が、営利企業等に対し、他の職員をその離職後に、又は職員であった者を、当該営利企業等又はその子法人（第三条第一項に規定する子法人をいう。以下同じ。）の地位に就かせることを目的としてする次の行為とする。

　一・二　（略）

２　職員基本条例第三十三条ただし書に規定する条例で定める場合は、次に掲げる場合とする。
一　（略）

二　職員基本条例第三十二条第二項第二号の規定により出資法人等の役員等の地位に知事が推薦する事務として行う場合

三―五　（略）

（罰則）

第十三条　（略）

　一―三　（略）

　四　前三号に掲げる再就職者から要求又は依頼を受けた職員であって、当該要求又は依頼を受けたことを理由として、職務上不正な行為をし、又は相当の行為をしなかった者

	
	


（職員基本条例の一部改正）

第二条　職員基本条例（平成二十四年大阪府条例第八十六号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	　　　大阪府職員基本条例

目次

前文

第一章―第九章　（略）

第十章　退職管理（第三十一条―第四十一条）

第十一章　人事監察委員会（第四十二条―第四十七条）

第十二章　雑則（第四十八条・第四十九条）

附則

（降任又は免職）
第二十五条　（略）

２　（略）

３　任命権者は、第一項の処分をする場合においては、第四十二条に規定する大阪府人事監察委員会（以下この章及び第十章において「人事監察委員会」という。）の意見を聴かなければならない。

４　（略）

（懲戒）

第二十六条　任命権者は、職員が上司の職務上の命令に従わない場合その他の法第二十九条第一項各号のいずれかに該当する場合においては、職員の規律を維持するため、同条の規定により、戒告、減給、停職又は免職の処分（以下「懲戒処分」という。）を適正に行うものとする。この場合においては、当該職員のした行為のほか、その職責、他の職員又は社会に与える影響等を総合的に考慮するものとする。

２―４　（略）
（出資法人等への再就職の禁止）

第三十二条　管理職の職員若しくは職員であった者又は別に条例で定める勤続期間が二十年以上である職員若しくは職員であった者（以下この条において「管理職職員等」という。）は、離職後、次に掲げる法人に就職することができない。

　一―四　（略）

２　前項に規定するもののほか、離職前五年間に営利企業（商業、工業又は金融業その他営利を目的とする私企業をいう。以下同じ。）又は営利企業以外の法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第二項に規定する特定独立行政法人及び地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第二項に規定する特定地方独立行政法人を含む。以下同じ。）に対して行われる行政手続法（平成五年法律第八十八号）第二条第二号に規定する処分に関する事務に職務（営利企業又は営利企業以外の法人の役員以外の地位に就こうとする場合にあっては、裁量の余地が少ない職務で知事が定めるものを除く。）として携わった管理職職員等は、離職後二年間、当該職務に係る営利企業又は営利企業以外の法人に就職することができない。
３　前二項の規定は、次に掲げる場合は、適用しない。

　一　知事が、人事監察委員会の意見を聴き、管理職職員等が就職することにより職員の離職後の再就職等の適正な管理に支障が生じないと認めて承認する場合

二　（略）
４　前項第一号の規定による承認を受けようとする管理職職員等は、知事が定めるところにより、知事に申請しなければならない。

５　管理職職員等は、第一項第一号から第三号までに掲げる法人への就職に当たっては、人材バンク制度（営利企業又は営利企業以外の法人その他の団体（国、国際機関及び他の地方公共団体を含む。）からの職員に対する求人に係る情報及び職員からの営利企業又は営利企業以外の法人その他の団体に対する求職に係る情報をそれぞれに提供することにより、再就職を支援する仕組みをいう。）を利用しなければならない。
（職員による再就職のあっせんの禁止）

第三十三条　職員は、他の職員又は職員であった者を、府その他公共団体以外のものに就職させるための情報の提供その他の別に条例で定める行為をしてはならない。ただし、別に条例で定める場合は、この限りでない。

（違反行為に係る任命権者の報告等）

第三十四条　（略）

２　（略）

３　職員及び職員であった者は、前項の調査が適切に行われるよう協力しなければならない。
４　人事監察委員会は、任命権者が行う第二項の調査の経過について、報告を求め、又は意見を述べることができる。

５　（略）

（人事監察委員会への通報）

第三十五条　何人も、職員又は職員であった者が違反行為をし、又はした疑いがある旨を人事監察委員会に通報することができる。

（任命権者に対する調査の要求）
第三十六条　人事監察委員会は、第三十四条第一項の規定による報告又は前条の規定による通報を受けた場合その他職員又は職員であった者が違反行為をした疑いがあると認めるときは、任命権者に対し、調査を行うよう求めることができる。
２　第三十四条第三項から第五項までの規定は、前項の規定により行われる調査について準用する。

３　任命権者は、第一項の規定による求めがあったときは、速やかに調査を行うものとする。
（人事監察委員会による調査）

第三十七条　人事監察委員会は、第三十四条第一項の規定による報告又は第三十五条の規定による通報を受けた場合その他職員又は職員であった者が違反行為をした疑いがあると認める場合であって、特に必要があると認めるときは、当該職員若しくは職員であった者、任命権者又は第三十二条第一項各号に掲げる法人若しくは同条第二項に規定する職務に係る営利企業若しくは営利企業以外の法人に対し、口頭若しくは文書で質問し、又は資料の提出を求めること、適当と認める者にその知っている事実を陳述させることその他必要な調査をすることができる。
２・３　（略）

４　知事は、任命権者が正当な理由なく第一項の調査に協力しないときは、人事監察委員会の申出に基づき、その旨を公表するものとする。
５　（略）
（違反行為の公表）

第三十八条　任命権者は、第三十四条第二項又は第三十六条第三項の調査の結果、違反行為があると認めるときは、行政上特別の支障があるときを除き、違反行為をした者の氏名及び違反行為に係る法人の名称を公表するものとする。

２　任命権者は、前条第五項の規定による通知を受けた場合において、当該調査の結果に反する事実がないと認めるときは、行政上特別の支障があるときを除き、違反行為をした者の氏名及び違反行為に係る法人の名称を公表するものとする。

（人事監察委員会の意見）
第三十九条　人事監察委員会は、第三十四条第二項、第三十六条第三項又は第三十七条第一項の調査の結果、違反行為があると認める場合には、知事に対し、職員であった者を採用した法人に対する府の補助、貸付けその他の財政上の措置の全部又は一部の廃止その他適切な措置を講ずるよう意見を述べることができる。

（不利益取扱いの禁止）

第四十条　何人も、第三十五条の規定による通報をしたこと又は第三十四条第二項、第三十六条第三項若しくは第三十七条第一項の調査に協力したことを理由として、第三十五条の規定による通報をした者又は第三十四条第二項、第三十六条第三項若しくは第三十七条第一項の調査に協力した者に対して、不利益な取扱いをしてはならない。

２　前項の不利益な取扱いのうち任命権者、職員又は職員であった者によるものに対する措置その他必要な事項は、規則で定める。
第四十一条　（略）

（設置）
第四十二条　（略）

第四十三条―第四十七条　（略）

（適用除外）
第四十八条　（略）

２　第二十一条から第二十四条まで、第二十八条、第二十九条及び第三十一条から第四十一条までの規定は、府費負担教職員には適用しない。

３　第二条第二項、第三条、第六条から第十条まで、第十八条第二項、第十九条、第二十五条第三項、第二十六条第三項、第二十七条及び第四十二条から第四十七条までの規定は、大阪市、堺市、豊中市、池田市、箕面市、豊能町又は能勢町が設置する学校の府費負担教職員には適用しない。

４　（略）

第四十九条　（略）
	　　　職員基本条例

目次

前文

第一章―第九章　（略）

第十章　退職管理（第三十一条―第三十九条）

第十一章　人事監察委員会（第四十条―第四十五条）
第十二章　雑則（第四十六条・第四十七条）

附則

（降任又は免職）
第二十五条　（略）

２　（略）

３　任命権者は、第一項の処分をする場合においては、第四十条第一項に規定する大阪府人事監察委員会（以下この章及び第十章において「人事監察委員会」という。）の意見を聴かなければならない。

４　（略）

（懲戒）

第二十六条　任命権者は、職員が上司の職務上の命令に従わない場合その他の法第二十九条第一項各号のいずれかに該当する場合においては、職員の規律を維持するため、同項の規定により、戒告、減給、停職又は免職の処分（以下「懲戒処分」という。）を適正に行うものとする。この場合においては、当該職員のした行為のほか、その職責、他の職員又は社会に与える影響等を総合的に考慮するものとする。

２―４　（略）
（出資法人等への再就職の禁止）

第三十二条　別に条例で定める勤続期間が二十年以上である職員又は職員であった者は、離職後、次に掲げる法人に就職することができない。

　一―四　（略）

２　前項の規定は、次に掲げる場合は、適用しない。
　一　人材バンク制度（営利企業（商業、工業又は金融業その他営利を目的とする私企業をいう。以下この号において同じ。）又は営利企業以外の法人その他の団体（国、国際機関、他の地方公共団体、独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第二項に規定する特定独立行政法人及び地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第二項に規定する特定地方独立行政法人を含む。以下この号において同じ。）からの職員に対する求人に係る情報及び職員からの営利企業又は営利企業以外の法人その他の団体に対する求職に係る情報をそれぞれに提供することにより、再就職を支援する仕組みをいう。）による場合
　二　出資法人等の役員等の地位であって規則で定めるものに職員又は職員であった者を知事が推薦する場合

　三　（略）
　四　前三号に掲げるもののほか、知事が人事監察委員会の意見を聴いて承認した場合
（職員による再就職のあっせんの禁止）

第三十三条　職員は、他の職員又は職員であった者を、府その他公共団体以外のものに就職させるための情報の提供その他の別に条例で定める行為をしてはならない。ただし、前条第二項各号に規定する場合その他の別に条例で定める場合は、この限りでない。
（違反行為に係る任命権者の報告等）
第三十四条　（略）

２　（略）
３　人事監察委員会は、任命権者が行う前項の調査の経過について、報告を求め、又は意見を述べることができる。

４　（略）
（任命権者に対する調査の要求）
第三十五条　人事監察委員会は、前条第一項の規定により報告を受けた場合その他職員又は職員であった者が違反行為をした疑いがあると認めるときは、任命権者に対し、調査を行うよう求めることができる。

２　前条第三項及び第四項の規定は、前項の規定により行われる調査について準用する。
３　任命権者は、第一項の要求があったときは、速やかに調査を行うものとする。
（人事監察委員会による調査）

第三十六条　人事監察委員会は、第三十四条第一項の規定により報告を受けた場合その他職員又は職員であった者が違反行為をした疑いがあると認める場合であって、特に必要があると認めるときは、当該職員若しくは職員であった者、任命権者又は第三十二条第一項各号に掲げる法人その他の法人に対し、口頭若しくは文書で質問し、又は資料の提出を求めること、適当と認める者にその知っている事実を陳述させることその他必要な調査をすることができる。

２・３　（略）

４　（略）

（違反行為の公表）

第三十七条　任命権者は、第三十四条又は第三十五条の調査の結果、違反行為があると認めるときは、行政上特別の支障があるときを除き、違反行為をした者の氏名及び違反行為に係る法人の名称を公表するものとする。

２　任命権者は、前条第四項の規定による通知を受けた場合において、当該調査の結果に反する事実がないと認めるときは、行政上特別の支障があるときを除き、違反行為をした者の氏名及び違反行為に係る法人の名称を公表するものとする。
（人事監察委員会の意見）
第三十八条　人事監察委員会は、第三十四条から第三十六条までの調査の結果、違反行為があると認める場合には、知事に対し、職員であった者を採用した法人に対する府の補助、貸付その他の財政上の措置の全部又は一部の廃止その他適切な措置を講じるよう意見を述べることができる。

第三十九条　（略）

（設置等）
第四十条　（略）

２　人事監察委員会は、次に掲げる事務をつかさどる。
一　第二十五条第三項及び第二十六条第三項の規定により、任命権者に意見を述べること。
二　第三十二条第二項第四号、第三十四条から第三十六条まで及び第三十八条の規定により、任命権者に調査を要求し、自ら調査し、又は知事に意見を述べること。
３　人事監察委員会は、公正に職務を執行しなければならない。
第四十一条―第四十五条　（略）
（適用除外）
第四十六条　（略）

２　第二十一条から第二十四条まで、第二十八条、第二十九条及び第三十一条から第三十九条までの規定は、府費負担教職員には適用しない。

３　第二条第二項、第三条、第六条から第十条まで、第十八条第二項、第十九条、第二十五条第三項、第二十六条第三項、第二十七条及び第四十条から第四十五条までの規定は、大阪市、堺市、豊中市、池田市、箕面市、豊能町又は能勢町が設置する学校の府費負担教職員には適用しない。

４　（略）

第四十七条　（略）

	
	



附　則
（施行期日）
１　この条例は、平成二十六年四月一日から施行する。
（任命権者への届出に関する経過措置）

２　この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に離職した第一条の規定による改正後の職員の退職管理に関する条例（以下「新退職管理条例」という。）第七条に規定する管理職職員であった者に対する同条の規定の適用については、なお従前の例による。

３　施行日前に離職した新退職管理条例第七条に規定する勤続期間が二十年以上である職員であった者（同条に規定する管理職職員であった者を除く。）については、同条の規定は、適用しない。
（出資法人等への再就職の禁止に関する経過措置）
４　施行日前に第二条の規定による改正前の職員基本条例第三十二条第二項各号に掲げる場合に該当する場合における第二条の規定による改正後の大阪府職員基本条例（以下「新職員基本条例」という。）第三十二条第一項に規定する勤続期間が二十年以上である職員又は職員であった者（以下「長期勤続職員等」という。）の施行日以後の新職員基本条例第三十二条第一項各号に掲げる法人への就職については、同条の規定にかかわらず、なお従前の例による。
５　この条例の施行の際現に新職員基本条例第三十二条第二項に規定する営利企業又は営利企業以外の法人との間で労働契約が成立している長期勤続職員等については、同項の規定は、適用しない。
６　この条例の施行の際現に新職員基本条例第三十二条第一項各号に掲げる法人又は同条第二項に規定する営利企業若しくは営利企業以外の法人との間で労働契約が成立している管理職の職員又は職員であった者（長期勤続職員等を除く。）については、同条の規定は、適用しない。
（知事等の給料、報酬、期末手当等の特例に関する条例の一部改正）
７　知事等の給料、報酬、期末手当等の特例に関する条例（平成二十三年大阪府条例第四号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（大阪府人事監察委員会の委員の報酬の特例）
第四十七条　大阪府人事監察委員会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府職員基本条例（平成二十四年大阪府条例第八十六号）第四十五条第一項の規定にかかわらず、日額九千四百円とする。
	（大阪府人事監察委員会の委員の報酬の特例）
第四十七条　大阪府人事監察委員会の委員の報酬の額は、特例期間において、職員基本条例（平成二十四年大阪府条例第八十六号）第四十三条第一項の規定にかかわらず、日額九千四百円とする。

	
	



（職員の分限に関する条例の一部改正）

８　職員の分限に関する条例（昭和二十六年大阪府条例第四十一号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（降任又は免職の事由）

第三条　（略）

一　人事評価（大阪府職員基本条例（平成二十四年大阪府条例第八十六号）第十四条第一項に規定する人事評価をいう。以下同じ。）が継続して任命権者が定める基準を下回る場合であって、研修その他必要な措置を実施しても勤務実績の改善がない場合

二　（略）

２・３　（略）

（降任、免職又は休職の手続）

第七条　（略）

２　（略）

３　任命権者は、大阪府職員基本条例第二十五条第三項の規定により大阪府人事監察委員会（同条例第四十二条に規定する大阪府人事監察委員会をいう。）の意見を聴いて、法第二十八条第一項の規定による降任又は免職の処分をするか否か及び処分の内容を決定するものとする。
４―６　（略）
	（降任又は免職の事由）

第三条　（略）

一　人事評価（職員基本条例（平成二十四年大阪府条例第八十六号）第十四条第一項に規定する人事評価をいう。以下同じ。）が継続して任命権者が定める基準を下回る場合であって、研修その他必要な措置を実施しても勤務実績の改善がない場合

二　（略）

２・３　（略）

（降任、免職又は休職の手続）

第七条　（略）

２　（略）

３　任命権者は、職員基本条例第二十五条第三項の規定により大阪府人事監察委員会（同条例第四十条第一項に規定する大阪府人事監察委員会をいう。）の意見を聴いて、法第二十八条第一項の規定による降任又は免職の処分をするか否か及び処分の内容を決定するものとする。

４―６　（略）

	
	


（職員の懲戒に関する条例の一部改正）

９　職員の懲戒に関する条例（昭和二十六年大阪府条例第四十二号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（懲戒の手続）

第四条　（略）

２　任命権者は、大阪府職員基本条例（平成二十四年大阪府条例第八十六号）第二十六条第三項の規定により大阪府人事監察委員会（同条例第四十二条に規定する大阪府人事監察委員会をいう。）の意見を聴いて、懲戒処分をするか否か及びいずれの懲戒処分を選択するかを決定するものとする。

３・４　（略）
	（懲戒の手続）

第四条　（略）

２　任命権者は、職員基本条例（平成二十四年大阪府条例第八十六号）第二十六条第三項の規定により大阪府人事監察委員会（同条例第四十条第一項に規定する大阪府人事監察委員会をいう。）の意見を聴いて、懲戒処分をするか否か及びいずれの懲戒処分を選択するかを決定するものとする。

３・４　（略）

	
	



（大阪府立学校条例の一部改正）

10　大阪府立学校条例（平成二十四年大阪府条例第八十九号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（校長の任用及び勤務成績の評定）

第十七条　委員会は、校長の任用及び勤務成績の評定（大阪府職員基本条例（平成二十四年大阪府条例第八十六号）第十四条第一項に規定する人事評価を含む。以下同じ。）に当たり、当該府立学校の学校評価を踏まえて行うものとする。
	（校長の任用及び勤務成績の評定）

第十七条　委員会は、校長の任用及び勤務成績の評定（職員基本条例（平成二十四年大阪府条例第八十六号）第十四条第一項に規定する人事評価を含む。以下同じ。）に当たり、当該府立学校の学校評価を踏まえて行うものとする。


	
	


（府費負担教職員の分限及び懲戒に関する条例の一部改正）

11　府費負担教職員の分限及び懲戒に関する条例（昭和三十一年大阪府条例第二十九号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（大阪府職員基本条例の適用等）

第一条　地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）第四十二条及び第四十三条第三項の規定により、市町村立学校職員給与負担法（昭和二十三年法律第百三十五号）第一条及び第二条に規定する職員（以下「府費負担教職員」という。）の分限及び懲戒に関し府の条例で定めることとされている事項については、大阪府職員基本条例（平成二十四年大阪府条例第八十六号）第八章に定めるもののほか、府立学校の職員の例による。
	（職員基本条例の適用等）

第一条　地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）第四十二条及び第四十三条第三項の規定により、市町村立学校職員給与負担法（昭和二十三年法律第百三十五号）第一条及び第二条に規定する職員（以下「府費負担教職員」という。）の分限及び懲戒に関し府の条例で定めることとされている事項については、職員基本条例（平成二十四年大阪府条例第八十六号）第八章に定めるもののほか、府立学校の職員の例による。
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